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2026年6月8日

● 今週の主要経済指標と政治スケジュール

出所） 各種情報、Bloombergより三菱UFJアセットマネジメント作成

注） （日）は日本、（米）は米国、（欧）はユーロ圏、（英）は英国、
 （独）はドイツ、（仏）はフランス、（伊）はイタリア、
（豪）はオーストラリア、（中）は中国、（伯）はブラジルを指します。
日程および内容は変更される可能性があります。

★は特に注目度の高いイベント

情報提供資料

6/8 月
★ （日） 1-3月期 実質GDP（2次速報、前期比年率）

10-12月期：+0.7%

1-3月期：+1.8%（1次速報：+2.1%）

★ （日） 5月 景気ウォッチャー調査（景気判断DI）

現状　4月：40.8、5月：（予）41.3

先行き　4月：39.4、5月：（予）40.1

6/9 火
（米） 4月 貿易収支（通関ベース、季調値）

3月：▲603億米ﾄﾞﾙ

4月：（予）▲565億米ﾄﾞﾙ

（独） 4月 鉱工業生産（前月比）

3月：▲0.7%、4月：（予）+0.2%

6/10 水
★ （日） 5月 国内企業物価（前年比）

4月：+4.9%、5月：（予）+5.6%

★ （米） 5月 消費者物価（前年比）

総合　4月：+3.8%、5月：（予）+4.2%

除く食品･エネルギー

　　　　4月：+2.8%、5月：（予）+2.9%

6/11 木
★ （米） 5月 生産者物価（最終需要、前年比）

4月：+6.0%、5月：（予）+6.4%

（米） 新規失業保険申請件数（週間）

5月30日終了週：22.5万件

6月6日終了週：（予）21.9万件

★ （欧） ECB（欧州中銀）理事会

預金ﾌｧｼﾘﾃｨ金利：2.00%→（予）2.25%

ﾘﾌｧｲﾅﾝｽ金利：2.15%→（予）2.40%

★ （欧） ラガルドECB総裁 記者会見

6/12 金
★ （米） 6月 消費者信頼感指数（ミシガン大学、速報）

5月：44.8、6月：（予）46.0

★ （米） 6月 期待インフレ率（ミシガン大学、速報）

1年先　5月：+4.8%、6月：（予）+4.9%

5-10年先　5月：+3.9%、6月：（予）+4.0%

★ （米） スペースX新規株式公開（IPO）

（英） 4月 月次実質GDP（前月比）

3月：+0.3%、4月：（予）▲0.1%

6/14 日
（他） G7首脳会議（～16日、仏エビアン）

● インフレ懸念強まる中でも堅調な米国景気

出所）全米供給管理協会（ISM）より三菱UFJアセットマネジメント作成

米国 ISM製造業/サービス業景気指数

■ 5月米雇用統計を受けハイテク株が大幅安

先週の株式市場は主要株価が一時最高値更新も、5日の

米雇用統計を受け米金利が急騰し、ハイテク株を中心に

大幅下落。為替市場では日銀の6月利上げ期待が一段と強

まる中でも円安圧力は根強く、米ドル円が160円を突破。

今週は再び円買い介入への警戒感が強まりそうです。

■ 米国は、景気・雇用とも堅調

5月の米ISM景気指数は、製造業・サービス業ともに4

月から上昇し市場予想を上回るなど、米景気は堅調です

（上図）。原油高に起因するコスト増などにより、イン

フレ懸念が根強いなか、5月米雇用統計からも労働市場の

好転が示され、利上げ転換への思惑が強まっています。

■ 今週は米CPI、ECB理事会に注目

今週は10日に5月の米CPIが公表予定。4月と同様に高い

伸びとなれば、利上げ期待の高まりから金利上昇、米ド

ル買いの動きが強まりそうです。また、11日のECB理事

会では0.25%の利上げが決定される見通し。追加利上げの

必要性をどの程度強く示唆するかが焦点です。（大畑）

根強いインフレ懸念･堅調な米景気や労働市場を受け、米利上げ期待が急上昇

注）直近値は2026年5月。
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金融市場の動向 

● 株式市場の動き

● 長期金利（10年国債利回り）の動き

● 為替相場の動き

出所） MSCI、S&P、Bloombergより三菱UFJアセットマネジメント作成 出所）Bloombergより三菱UFJアセットマネジメント作成

● 主要金融市場の動き（直近1週間）
※騰落幅および騰落率は直近値の1週間前比

注）上記3図の直近値は2026年6月5日時点。
当該日が休場の場合は直近営業日の値を記載。

注）MSCI WORLD、MSCI EM、S&P先進国REIT指数は米ドルベース。
原油は1バレル当たり、金は1オンス当たりの価格。
騰落幅、騰落率ともに2026年5月29日対比。
当該日が休場の場合は直近営業日の値を使用。

6月5日 騰落幅 騰落率%

日本 日経平均株価 （円） 66,588.12 258.62 0.39

TOPIX 3,949.09 -8.08 ▲0.20

米国 NYダウ （米ドル） 50,866.78 -165.68 ▲0.32

S&P500 7,383.74 -196.32 ▲2.59

ﾅｽﾀﾞｯｸ総合指数 25,709.43 -1,263.19 ▲4.68

欧州 ｽﾄｯｸｽ・ﾖｰﾛｯﾊﾟ600 622.66 -3.34 ▲0.53

ドイツ DAX®指数 24,759.05 -345.65 ▲1.38

英国 FTSE100指数 10,368.05 -41.23 ▲0.40

中国 上海総合指数 4,027.74 -40.83 ▲1.00

先進国 MSCI WORLD 4,755.77 -108.82 ▲2.24

新興国 MSCI EM 1,717.34 -34.81 ▲1.99

6月5日 騰落幅 騰落率%

先進国 S&P先進国REIT指数 288.33 -0.70 ▲0.24

日本 東証REIT指数 1,751.79 -57.86 ▲3.20

6月5日 騰落幅

日本 2.665 0.015

米国 4.531 0.094

ドイツ 3.038 0.100

フランス 3.693 0.144

イタリア 3.801 0.149

スペイン 3.475 0.122

英国 4.903 0.091

カナダ 3.472 0.059

オーストラリア 4.908 0.077

6月5日 騰落幅 騰落率%

米ドル 160.29 1.02 0.64

ユーロ 184.66 -1.01 ▲0.54

英ポンド 213.86 -0.43 ▲0.20

カナダドル 114.97 -0.48 ▲0.41

オーストラリアドル 112.96 -1.48 ▲1.29

ニュージーランドドル 92.92 -2.47 ▲2.59

中国人民元 23.593 0.057 0.24

シンガポールドル 124.194 -0.562 ▲0.45

インドネシアルピア（100ﾙﾋﾟｱ） 0.8888 -0.0018 ▲0.20

インドルピー 1.6872 0.0111 0.66

トルコリラ 3.477 0.007 0.20

ロシアルーブル 2.1786 -0.0668 ▲2.97

南アフリカランド 9.680 -0.140 ▲1.43

メキシコペソ 9.169 -0.010 ▲0.11

ブラジルレアル 31.014 -0.614 ▲1.94

6月5日 騰落幅 騰落率%

原油 WTI先物 （期近物） 90.54 3.18 3.64

金 COMEX先物 （期近物） 4,337.10 -223.40 ▲4.90

株式

為替（対円）

10年国債利回り

商品
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【図1】日本株市場の主役がAI関連の成長株にシフトの兆し■ 国内株は最高値更新も、その後軟調

先週の国内株は不安定な値動きでした。3日の日経平

均株価は終値で68,000円を突破し、TOPIXとともに最高

値を更新。日銀の6月金融政策会合での利上げ観測の高ま

りから銀行株が上昇する場面も見られました。週末にか

けては、米･イラン紛争を巡る不確実性の高まりや、AI

関連株の過熱感が意識され、軟調に推移しました。

国内株式市場では、ソフトバンクGの時価総額が1日に

トヨタを上回り国内首位となりました（図1）。3日には

半導体メモリ大手のキオクシアHDの時価総額が一時トヨ

タを上回るなど、日本株の主役は自動車などの製造業か

ら、AI･半導体関連産業へ移行しつつあります。

■ 1-3月期の経常利益は製造業が好調

AI関連株は過熱感が懸念されるものの、利益面は堅調

です。2026年1-3月期法人企業統計では全規模全産業の経

常利益が前年比+14.6%、うち製造業が同+42.9%、非製造

業が同+1.4%と製造業の堅調さが目立ちます。特に、情

報通信機械が同+174%と大幅増益を記録し全体をけん引

（図2）、AI･データセンター向けに半導体やメモリなど

の需要増加が寄与しました。また、石油･石炭製品も同

+709%となり、資源価格高騰前に調達した在庫を取り崩

すことでマージンが拡大した可能性が考えられます。

企業利益は堅調の一方、設備投資は全産業で前年比

+0.0%と伸び悩みました。AI関連や省人化投資等への投

資意欲は旺盛も、中東情勢混乱による供給制約が投資の

進捗を阻害した可能性もあり、8日の1-3月期実質GDP2次

速報の設備投資は、前期比▲0.7%と1次速報から下方修

正されました。物価高で消費に不安を残すなか、設備投

資が持ち直せるかが内需安定の鍵を握るでしょう。

■ 植田総裁は「利上げの是非を議論」と言及

注目された3日の植田日銀総裁の講演は、「物価の上

振れリスクが高まれば、利上げの是非に関する議論が必

要」とし、昨年12月の事実上の利上げ予告を想起させる

内容でした。来週6月会合での利上げが規定路線とは言え

ないものの、前向きな姿勢が改めて示されました。

また、植田総裁は①AI関連需要の拡大、②高水準の企

業収益、③政府による石油備蓄放出･代替調達の進展など

を受け、中東情勢に起因した経済下振れリスクは後退し

ているとの認識を示唆。4月の実質賃金も前年比+1.9%と

プラス幅を拡大するなか（図3）、15‐16日会合までの約1

週間の間に中東情勢が一段と悪化しない限り、同会合で

の追加利上げの可能性が高いとみます。（大畑）

日本 AI関連企業の利益は堅調、日経平均株価は68,000円を突破

【図3】4月の実質賃金は4カ月連続で前年比プラスを維持

【図2】AI需要の恩恵を受け、情報通信機械が大幅増益を記録

出所）財務省より三菱UFJアセットマネジメント作成

日本 製造業の経常利益（業種別）

出所）厚生労働省より三菱UFJアセットマネジメント作成

日本 名目賃金と実質賃金（前年比）

出所）Bloombergより三菱UFJアセットマネジメント作成

注）全規模ベースの値。
直近値は2026年1-3月期。

注）キオクシアHDの値は2024年12月18日以降。
直近値は2026年6月5日。個別銘柄を推奨するものではありません。

トヨタ、ソフトバンクG、キオクシアHDの時価総額

注）直近値は2026年4月。
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米国 FOMC前の経済指標ウィーク、雇用指標堅調で半導体株は一時調整

【図1】半導体株はテクニカル的な重要水準を割り込むか

出所）Bloombergより三菱UFJアセットマネジメント作成

米国 フィラデルフィア半導体株指数(SOX指数)と
10年債金利

【図2】6月発表の労働関連統計は、総じて良好な結果に

米国 失業率と非農業部門雇用者数

【図3】CPIの構成比が高い住居項目は前月比下振れ見込み

出所）Zillow、米BLSより三菱UFJアセットマネジメント作成

注）直近値は2026年4月。CPIは2025年10月の算出なし。

米国 消費者物価CPI(住居)とZillow家賃指数推移
(前月比)

注）直近値は2026年6月5日。SOX指数は期初=100として指数化。

出所）米BLSより三菱UFJアセットマネジメント作成

注）直近値は2026年5月。2025年10月の算出なし。

■ 堅調な雇用統計を受けて、金利高・株安に

先週のS&P500は下落。レバノンのイスラム武装組織と

イスラエル間の対立激化や米国とイスラエル・イラン間

の攻撃に伴い和平期待が後退。一方、半導体企業ブロー

ドコム決算(売上高見通しの予想比下振れ)を契機とした

AI関連銘柄の下落に、堅調な雇用統計による金利高が直

撃。半導体株を中心に幅広く下落しました。

今週12日にはイーロン・マスク氏創業のスペースXが

新規株式公開(IPO)予定。宇宙事業や衛星通信インフラで

あるStarlinkを中心とした利益創出期待は強く、同日の株

価は堅調となる可能性も。購入資金捻出やナスダック指

数組入に伴うリバランス売りによる短期的な市場下押し

圧力は意識されるものの、大型IPO成功は投資家のリス

ク選好につながり、市場の追い風となる見込みです。

■ 経済や雇用底堅く、利下げの誘因とならず

先週は主要な経済・雇用関連指標が公表されました。

4月ISM製造業・サービス業景気指数は景気拡大圏で改善

した他、4月雇用動態調査(JOLTS)の求人数や5月雇用統

計の非農業部門雇用者数は市場予想以上に増加。失業率

も+4.3%と横ばいでした(図2)。採用は減少しており、求

人増加が一部業種に偏るなどやや不安定さは残すもの

の、米国労働市場は総じて底堅さを維持しています。

6月16-17日開催予定の米連邦公開市場委員会(FOMC)で

の判断材料となる地区連銀経済調査(ベージュブック）で

も多くの地区が経済活動の拡大と雇用の安定を示唆。一

方で、物価は前回調査から加速していると回答しまし

た。資源高の波及効果や生活費高に伴う賃上げにも言及

しており、粘着的な物価高も意識され始めています。

■ 物価指標は一時的に下振れの可能性も

かかる中、今週は10日に消費者物価指数(CPI)、11日に

生産者物価指数(PPI)が公表予定。総合は長引く資源高に

伴うエネルギー価格上昇がけん引し目線は上向き。さら

に足元では、AIブームと資源高という需要・供給両面か

らの物価上昇圧力が意識され、コア財(エネルギー・食品

除く財)の上昇幅・上昇項目にも注目が集まります。

ただし、前回4月に見られた2025年10月の政府機関閉

鎖に伴う計算上の家賃価格押し上げ要因の剥落(図3) が前

月比での短期的な下押し圧力となる見込み。トランプ関

税効果の剥落や、労働需給のゆるみに伴う人件費低下も

視野に入るなか、足元の市場では、前月比は前月から低

下、前年比は上昇が見込まれています。（牧）
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■ インフレ懸念強く、ECBは利上げへ

2日に公表されたユーロ圏の5月消費者物価(速報値)

は、前年比+3.2%と前月(同+3.0%)から伸びが加速しまし

た(図1)。エネルギー価格が同+10.9%と高い伸びを維持

し、引き続きインフレ加速を主導。また、サービス価格

も同+3.5%へ上昇しており、エネルギー高の影響がサー

ビス分野へ波及しつつある状況がうかがえます。さら

に、非エネルギー工業製品も小幅に上昇し、物価上昇圧

力の広がりを改めて意識させる結果となりました。

また、1日に公表された欧州中央銀行(ECB)の4月消費

者期待調査からも、インフレ懸念の強さがうかがえます

(図2)。1年先の期待インフレ率(中央値)は前年比+4.0%と

前月から横ばいとなり、高水準を維持しました。3年先の

期待インフレ率は同+2.9%と小幅低下も、依然として高

止まりしています。こうした状況の下、一部のタカ派的

なECB当局者は、2022年の高インフレ局面の記憶が新し

い中、エネルギー価格上昇の二次的影響が当時よりも早

いペースで経済全体に波及する可能性を強く警戒。加え

て、4月政策理事会の議事要旨からは、エネルギー供給の

正常化の遅れがエネルギー価格の高止まりを通じてイン

フレ期待を押し上げ、二次的な物価上昇圧力を強める可

能性への懸念が高まっていることも確認されています。

このため、ECB内では早期の利上げを通じてインフレ

期待の上振れを抑制すべきとの認識が強まっている可能

性が高いとみられ、今週開催予定の6月政策理事会では、

0.25%ptの利上げが確実視されています。今後の焦点は、

7月会合での追加利上げの有無や利上げ到達点に移ると考

えられます。中東情勢を巡る不透明感が根強い中、ECB

は引き続きインフレ期待の抑制を重視する姿勢を維持す

ると予想され、記者会見で示されるラガルド総裁の見解

に加え、最新のスタッフ経済見通しが、今後の金融政策

の方向性を占う上で重要な材料として注目されます。

■ ユーロ圏消費は弱含み､エネルギー高が圧迫

4日に公表されたユーロ圏の4月実質小売売上高は前月

比▲0.4%と2カ月ぶりに減少し(図3)、足元の個人消費の

鈍化を示す内容となりました。食品･飲料･たばこは同

+0.9%と増加も、非食品(除く自動車燃料)は同▲0.9%、自

動車燃料も同▲2.7%と減少。耐久財やエネルギー関連支

出の弱さが全体を押し下げ、とりわけ燃料販売の減少は

価格高騰による需要抑制の影響を反映しているとみられ

ます。消費者のインフレ期待は依然として高止まりし、5

月消費者信頼感指数は引き続き低調に推移。購買力の低

下やマインドの冷え込みを背景に、個人消費への下押し

圧力は当面続く可能性が高いと考えられます。(吉永)

【図1】ユーロ圏 5月サービス･インフレ率は加速し、
   物価上昇圧力の広がりに懸念

【図2】ユーロ圏 消費者の期待インフレ率は高止まり、
ECBはインフレ期待抑制を重視か

【図3】ユーロ圏 4月財消費は2カ月ぶりに減少、
エネルギー高が圧迫

ユーロ圏 消費者物価(前年比)

出所）Eurostatより三菱UFJアセットマネジメント作成

注）直近値は2026年4月。

ECB 消費者期待調査
インフレ率見通し

出所）ECBより三菱UFJアセットマネジメント作成

注）直近値は2026年4月。

ユーロ圏 実質小売売上高

出所）Eurostatより三菱UFJアセットマネジメント作成
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インドネシア 歯止めのかからぬルピア安を受けて大幅利上げを実施
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【図1】政策金利と金融調節オペ金利を引き上げ

【図2】利上げ後もルピア下落に歯止めはかからず

【図3】株式指数見直しの懸念等から資本が流出

出所）インドネシア銀行(BI)、Bloombergより
三菱UFJアセットマネジメント作成

出所）Bloombergより三菱UFJアセットマネジメント作成

出所）インドネシア銀行(BI)、Bloombergより
三菱UFJアセットマネジメント作成
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■ 止まらない資本流出と低迷するルピア

自国通貨ルピアの下落に見舞われるインドネシア。当

局は市場予想を上回る利上げを行って相場の安定化を図

る構えです。もっとも通貨の低迷は複数の要因によるも

の。今後も相場の低迷が続く見込みです。

先月20日、インドネシア銀行(BI)は政策金利を4.75%か

ら5.25%へ引き上げ(図1)。Bloomberg集計では金融機関41

社中25社が5.0%への利上げを予想するなか、市場予想を

上回る利上げ幅でした。BIは金融調節オペ金利も引き上

げ。12カ月物中銀手形 (SRBI)利回りは6月5日時点で

7.250%と政策金利を 2%pt超過。今年 1月半ばより

2.564%pt上昇しました。BIの政策声明は、今回の利上げ

は中東紛争による混乱の中でルピア相場の安定化をさら

に強めるための措置であると説明。また、今年と来年の

物価を目標の範囲内に収めるための予防的な措置でもあ

るとしました。ルピアは今年初より先週5日にかけ対米ド

ルで7.4%下落(図2)。(a)中東紛争発生後の米ドルと米金利

の変動が両者への感応度の高いルピアを下押しし、(b)4-6

月期に対外配当支払いの集中により経常収支が悪化し、

(c)資本収支が悪化したこと等によります。資本収支の悪

化は、(1)株式と(2)国債市場からの資本流出、(3)直接投

資の低迷、(4)居住者による資本逃避などが背景です。

■ 政策予見性やガバナンスの質の低下懸念も

(1)外国人による株式買越額は今年初来6月4日までに

▲34億ドルと近隣諸国に劣後(図3)。主要な新興国株式指

数MSCI新興国の算出元は、情報開示の不透明さ等を理由

に指数の見直し(状況次第ではフロンティア指数への格下

げ)に着手しています。(2)外国人による債券買越額も今年

初より6月2日にかけて▲7億ドルとタイの+15億ドルに劣

後。財政悪化の懸念等が重しです。同国は一次産品の純

輸出国であるものの、国際燃料価格の上昇は政府が負担

する燃料補助金を拡大させます。(3)直接投資の低迷は、

現政権の下で政策の予見性やガバナンスの質が低下した

との懸念によるもの。昨年9月に海外投資家の信頼が厚い

スリ･ムルヤニ財務相が辞任し、今年2月にプラボウォ大

統領の甥が中央銀行副総裁に就任したことなどが背景で

す。なお、政府はルピアの安定化に向けて、一次産品

(パーム原油、石炭、フェロニッケル等)の輸出を政府系

機関に集中することを検討中。海外企業の間には採掘権

や所有権が侵害されるとの懸念も高まっており、直接投

資がいっそう低迷するリスクがあります。

落ち着いた物価の下でBIは当面金利を据え置く見込

み。もっとも、今後もルピア安が加速すれば追加利上げ

を行うことをためらわないとみられます。（入村）
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出所） 各種情報、 Bloombergより三菱UFJアセットマネジメント作成

主要経済指標と政治スケジュール 

注）（日）日本、（米）米国、（欧）ユーロ圏･EU、（独）ドイツ、（仏）フランス、（伊）イタリア、 （英）英国、（豪）オーストラリア、（加）カナダ、
（中）中国、（印）インド、（伯）ブラジル、（露）ロシア、（他）その他、を指します。NAはデータなし。日程および内容は変更される可能性があります。

※ 塗りつぶし部分は今週、（*）は公表日未定

6/1 月 （米） 4月 消費者信用残高（前月差） 6/10 水
（日） 1-3月期 法人企業統計（設備投資、前年比） 3月：+222億米ﾄﾞﾙ、4月：+207億米ﾄﾞﾙ （日） 5月 国内企業物価（前年比）

10-12月期：+6.5%、1-3月期：0.0% （米） 5月 労働省雇用統計 4月：+4.9%、5月：（予）+5.6%

（米） 4月 建設支出（前月比） 非農業部門雇用者数（前月差） （米） 5月 消費者物価（前年比）

3月：+0.2%、4月：+0.4% 4月：+17.9万人、5月：+17.2万人 総合　4月：+3.8%、5月：（予）+4.2%

（米） 5月 ISM製造業景気指数 平均時給（前年比） 除く食品･エネルギー

4月：52.7、5月：54.0 4月：+3.6%、5月：+3.4% 　　　　4月：+2.8%、5月：（予）+2.9%

（欧） 4月 マネーサプライ（M3、前年比） 失業率 （伊） 4月 鉱工業生産（前月比）

3月：+3.2%、4月：+2.7% 4月：4.3%、5月：4.3% 3月：+0.7%、4月：（予）▲0.1%

（欧） 4月 失業率 （欧） 1-3月期 実質GDP（確報、前期比） （中） 5月 生産者物価（前年比）

3月：6.3%、4月：6.3% 10-12月期：+0.2% 4月：+2.8%、5月：（予）+3.8%

（中） 5月 製造業PMI（民間） 1-3月期：▲0.2%（改定：+0.1%） （中） 5月 消費者物価（前年比）

4月：52.2、5月：51.8 （仏） 4月 鉱工業生産（前月比） 4月：+1.2%、5月：（予）+1.3%

（印） 4月 鉱工業生産（前年比） 3月：+1.4%、4月：+0.1% （加） 金融政策決定会合

3月：+3.2%、4月：+4.9% （加） 5月 失業率 翌日物金利：2.25%→（予）2.25%

（伯） 5月 製造業PMI（速報） 4月：6.9%、5月：6.6%

4月：52.6、5月：49.1 （印） 金融政策決定会合（結果公表） 6/11 木
レポ金利：5.25%→5.25% （日） 4-6月期 法人企業景気予測調査

6/2 火 （印） 1-3月期 実質GDP（前年比） （大企業製造業、景況判断BSI）

（米） 4月 雇用動態調査（JOLTS、求人件数） 10-12月期：+8.0%、1-3月期：+7.8% 1-3月期：+3.8%、4-6月期：（予）NA

3月：688.7万件、4月：761.8万件 （他） 5月 トルコ 消費者物価（前年比） （米） 5月 生産者物価（最終需要、前年比）

（欧） 5月 消費者物価（前年比、速報） 4月：+32.37%、5月：+32.61% 4月：+6.0%、5月：（予）+6.4%

総合　4月：+3.0%、5月：+3.2% （米） 新規失業保険申請件数（週間）

除く食品･エネルギー･アルコール･タバコ 6/7 日 5月30日終了週：22.5万件

　　　　4月：+2.2%、5月：+2.5% （他） OPECプラス閣僚級会合（ONOMM） 6月6日終了週：（予）21.9万件

（豪） 4月 住宅建設許可件数（前月比） （欧） ECB（欧州中銀）理事会

3月：▲10.5%、4月：▲3.4% 6/8 月 預金ﾌｧｼﾘﾃｨ金利：2.00%→（予）2.25%

（日） 1-3月期 実質GDP（2次速報、前期比年率） ﾘﾌｧｲﾅﾝｽ金利：2.15%→（予）2.40%

6/3 水 10-12月期：+0.7% 限界貸付金利：2.40%→（予）2.65%

（日） 2026年度補正予算案提出 1-3月期：+1.8%（1次速報：+2.1%） （欧） ラガルドECB総裁 記者会見

（日） 植田日銀総裁 講演 （日） 4月 経常収支（季調値） （他） トルコ　金融政策委員会（結果公表）

（米） ベージュブック（地区連銀経済報告） 3月：+3兆9,006億円 1週間物ﾚﾎﾟ金利：37.00%→（予）37.00%

（米） 5月 ADP雇用統計（民間雇用者数、前月差） 4月：+4兆2,111億円

4月：+10.5万人、5月：+12.2万人 （日） 5月 景気ウォッチャー調査（景気判断DI） 6/12 金
（米） 5月 ISMサービス業景気指数 現状　4月：40.8、5月：（予）41.3 （米） 6月 消費者信頼感指数（ミシガン大学、速報）

4月：53.6、5月：54.5 先行き　4月：39.4、5月：（予）40.1 5月：44.8、6月：（予）46.0

（米） ブロードコム 2-4月期決算発表 （独） 4月 製造業受注（前月比） （米） 6月 期待インフレ率（ミシガン大学、速報）

（欧） 4月 生産者物価（前年比） 3月：+5.0%、4月：（予）▲2.0% 1年先　5月：+4.8%、6月：（予）+4.9%

3月：+2.0%、4月：+4.9% 5-10年先　5月：+3.9%、6月：（予）+4.0%

（豪） 1-3月期 実質GDP（前期比） 6/9 火 （米） スペースX新規株式公開（IPO）

10-12月期：+0.9%、1-3月期：+0.3% （日） 5月 工作機械受注（速報、前年比） （英） 4月 月次実質GDP（前月比）

（中） 5月 サービス業PMI（民間） 4月：+45.1%、5月：（予）NA 3月：+0.3%、4月：（予）▲0.1%

4月：52.6、5月：54.4 （米） 4月 貿易収支（通関ベース、季調値） （英） 4月 鉱工業生産（前月比）

（伯） 4月 鉱工業生産（前年比） 3月：▲603億米ﾄﾞﾙ 3月：▲0.2%、4月：（予）+0.1%

3月：+4.4%、4月：+2.7% 4月：（予）▲565億米ﾄﾞﾙ （印） 5月 消費者物価（前年比）

（米） 5月 NFIB中小企業楽観指数 4月：+3.48%、5月：（予）+4.00%

6/4 木 4月：95.9、5月：（予）96.0 （伯） 5月 消費者物価（IPCA、前年比）

（米） 新規失業保険申請件数（週間） （米） 5月 中古住宅販売件数（年率） 4月：+4.39%、5月：（予）+4.66%

5月23日終了週：21.2万件 4月：402万件、5月：（予）406万件

5月30日終了週：22.5万件 （独） 4月 鉱工業生産（前月比） 6/14 日
（欧） 4月 小売売上高（前月比） 3月：▲0.7%、4月：（予）+0.2% （他） G7首脳会議（～16日、仏エビアン）

3月：+0.8%、4月：▲0.4% （豪） 5月 NAB企業信頼感指数

（豪） 4月 貿易収支（季調値） 4月：▲24、5月：（予）NA

3月：▲10億豪ﾄﾞﾙ、4月：+18億豪ﾄﾞﾙ （豪） 6月 消費者信頼感指数（前月比）

5月：+3.5%、6月：（予）NA

6/5 金 （中） 5月 貿易額（米ドル、前年比）

（日） 4月 現金給与総額（速報、前年比） 輸出　4月：+14.1%、5月：（予）+15.0%

3月：+3.1%、4月：+3.5% 輸入　4月：+25.3%、5月：（予）+25.5%

（日） 4月 家計調査（実質個人消費、前年比） （中） 5月 社会融資総量（*）

3月：▲2.9%、4月：▲0.5% 4月：6,245億元

（日） 4月 景気動向指数（CI、速報） 5月：（予）NA

先行　3月：115.4、4月：115.9 （中） 5月 マネーサプライ（M2、前年比）（*）

一致　3月：116.8、4月：117.9 4月：+8.6%、5月：（予）+8.6%
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本資料に関してご留意頂きたい事項

■本資料は、投資環境等に関する情報提供のために三菱UFJアセットマネジメントが作成した資料であり、金融商品取引法に基づく開示資料では
ありません。販売会社が投資勧誘に使用することを想定して作成したものではありません。

■本資料の内容は作成時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。

■本資料は信頼できると判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性等を保証するものではありません。

■各ページのグラフ・データ等は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示
唆・保証するものではありません。また、税金・手数料等を考慮しておりません。

■本資料に示す意見等は、特に断りのない限り本資料作成日現在の三菱UFJアセットマネジメント ストラテジック・リサーチ部リサーチグルー
プの見解です。また、三菱UFJアセットマネジメントが設定･運用する各ファンドにおける投資判断がこれらの見解に基づくものとは限りません。

本資料中で使用している指数について

「日経平均株価」に関する著作権、知的所有権、その他一切の権利は日本経済新聞社に帰属します。

TOPIX（東証株価指数）、東証REIT指数に関する知的財産権その他一切の権利は株式会社JPX総研又は株式会社JPX総研の関連会社に帰属します。

ドイツ「DAX®」：本指数は、情報提供を目的としており、売買等を推奨するものではありません。

STOXXリミテッドはストックス･ヨーロッパ600指数に連動する金融商品を推奨、発行、宣伝又は推進を行うものではなく、本金融商品等に関し
ていかなる責任も負うものではありません。

FTSE International Limited(“FTSE”)©FTSE。“FTSE®”はロンドン証券取引所グループ会社の登録商標であり、FTSE International Limitedは許可を得
て使用しています。FTSE指数、FTSE格付け、またはその両方におけるすべての権利は、FTSE、そのライセンサー、またはその両方に付与され
ます。FTSEおよびライセンサーは、FTSE指数、FTSE格付け、もしくはその両方、または内在するデータにおける誤りや省略に対して責任を負
わないものとします。FTSEの書面による同意がない限り、FTSEデータの再配布は禁止します。

MSCI WORLD、MSCI EM、MSCI USA、MSCI JAPAN、MSCI GERMANYに対する著作権およびその他知的財産権はすべてMSCI Inc.に帰属しま
す。

S&P先進国REIT指数はS&Pダウ・ジョーンズ・インデックス（S&P DJI）の商品であり、これを利用するライセンスが三菱UFJアセットマネジメ
ント株式会社に付与されています。S&P DJIは、S&P先進国REIT指数の誤り、欠落、または中断に対して一切の責任を負いません。

ラッセル・インデックスに関連するトレードマーク、サービスマークおよび著作権は、Frank Russell Companyに帰属します。
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